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第2に、Race to the topの仕組みづくりが必要だ。
欧州では英国奴隷法の制定後、サプライチェーン上の
人権問題について開示することへの企業の恐怖が減少
しつつあるとは思うが、 先陣を切って取り組むと
NGOからの注目を逆に浴びてしまうからと目立たな
いように作業を進める企業もまだ多い。人権の対応に
力を入れている企業にはそれなりの見返りがあるよう
な仕組みづくりを考える必要がある。従来のコンプラ
イアンス思考を脱し人権問題に積極的に対応すること
がビジネスへの利益となるようなインセンティブが生
まれれば、企業の取り組みは今まで以上に進むであろ
う。日本がEUのような価値観を同じにする国々と共
に協力してそのような仕組みを積極的に作り上げてい
けば、「環境に優しい」が新たな価値を確立したのと
同様に、「人権への取り組みがきちんとしている」こ
とが商品やサービスの「高い質」の一部となり、取り
組みの進む国の商品・サービスにさらなる付加価値が
生まれるようになる。
最後に国内の中小企業を対象にサポートするメカニ
ズムの構築・推進が重要である。人権に関する認識を
高め、自らのサプライチェーンの状況を知り、人への
リスク評価プロセスを導入できるよう、キャパシティ
を高める教育やサポートの仕組みが必要だ。ツールは
既に多く存在する。しかし、政府と日本の企業が参加
し、ステークホルダの意見も反映し、日本企業の置か
れている状況をよく理解したものが必要である。セク
ター毎に課題や対応策をシェアできる対話の機会や、
直接海外と取引のある企業が国内のみで取引する企業
と対話する機会等も有効だ（紛争鉱物対応では既にこ
のような動きが産業界主導で存在する）。欧州で進む
デュー ・ディリジェンスと情報開示の規制の対象に
ならなくとも、海外顧客を持つ日本国内企業が取引先
経由で人権に関する質問を受けたり、取引上の条件と
して質問が届くようになるのは時間の問題である。そ
の時のために理解を早めに進めておくことが重要だ。
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